
  　  社会資本に対する、現在までの世代がすでに負担している割合（社会資本形成の世代間比率）【純資産／総資産】

   　　償却資産の耐用年数に対して、取得からどの程度経過しているか把握する割合【減価償却累計額／取得価額】

　　　この比率が低いほど財政状況が健全であることを示します。　　　　　　　

　⇒　堅調な財政運営　
（基金積立、資産形成）
（将来世代の負担の軽減）

●　４つの財務書類の公表について

●　財務書類作成に当たって（効果）

1 業務活動収支

2

3

※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

7億4,552万円

502億5,523万円

①　業務活動収 7億633万円
②　投資活動収 △7億5,692万円

169億6,942万円

94億9,612万円

③　財務活動収

１
固
定
資
産

(1) 事業用資産
(1) 地方債 58億2,747万円

1億8,569万円

(1) 賞与等引当金
18億7,200万円

149億2,463万円

1,972万円
2,412万円

 経常費用

純経常行政コスト

  人件費

  物件費等

  移転費用
　　支払利息など

18億1,887万円
126億8,831万円

52億2,025万円

2億104万円

54億4,814万円

10億1,759万円

（経常費用－経常収益）

２
流
動
資
産

令和5年度財政運営は、堅調な財政運営を行っている。

　今回の財務4表は、平成26年4月に総務省から報告された今後の地方
公会計の推進に関する研究会報告書の「統一的な基準」により作成してい
ます。この「統一的な基準」の特徴は全ての固定資産を対象に公正価格を
評価することにあります。そのため、土地及び建物の固定資産台帳を整理し
たことから財産管理の適正化が図られました。

7億633万円
税収、国県等補助金、人件費など

△7億5,692万円公共施設等整備費支出、国県等補助
金など

6,627万円
地方債等発行、償還など

本年度末歳計外現金残高（預り金） 6,070万円

  その他の業務費用

 経常収益

 臨時損失　災害復旧費など

前年度資金残高との合計は 9億1,149万円

川越町の統一的な基準による財務書類（令和5年度 連結会計）概要

(2) 退職手当引当金

(3) その他の固定負債
346億8,212万円

116億4,931万円

② 行政コスト計算書810億897万円810億897万円

　　　　　① 貸借対照表(バランスシート）

　　道路、公園、橋梁、上下水道など

(3)物品、ソフトウェアなど

町の資産と負債の状況

(2) インフラ資産

１
固
定
負
債

　　庁舎、学校、保育所、体育館、
　　町営住宅、地区集会所など

　町民の皆さんに町の財政状況をよりよく理解していただくため、国が
推奨している「新地方公会計制度」に基づいて、４つの財務書類を
作成しました。

167億6,309万円

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来世代が負担する金額）

6,627万円

町の令和5年度財政運営の総括 

　現金の流れを示すものです。その収支を性質に応じて区分
して表示することで、町がどのような活動に資金を必要として
いるかを表示しています。

　町の純資産（資産から負債を引いた残り）が年度内
にどのように増減したかを明らかにするものです。総額とし
ての純資産の変動に加え、それがどのような財源や要因
で増減したかの情報を表示しています。

本年度末資金残高（来年度繰越金）

　　　資産形成への充当

1,569万円

9億1,149万円

 臨時利益　資産売却益など

(4)投資その他の資産

(1) 現金預金

本年度末純資産残高

純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

642億4,588万円

　　　△純行政コスト

投資活動収支

財務活動収支 　　　財源

0

２
流
動
負
債
負債合計

④ 資金収支計算書 ③ 純資産変動計算書

前年度末純資産残高

79.3%

②資産老朽化比率（資産の老朽割合）・・・・・・・ 52.7%

③負債比率 (純資産に対する負債の割合)・・・・・・ 26.1%

1,569万円

116億6,632万円

116億7,072万円

（純経常行政コスト+臨時損失－臨時利益）

  町の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を示
すものです。従来の官庁会計では捕捉できなかった減価償却費な
ど非現金コストについても計上しています。経常費用合計から経常
収益合計を差引いたものが当該年度の純経常行政コストとなりま
す。

　　物件費、減価償却費、維持補修費など

　　人件費、退職手当引当金繰入など

　　補助金等、社会保障給付、他会計への支出など

①〜③の合計である令和5年度の資金収支は

953億1,849万円　   ※　令和5年度末現在︓償却資産取得価額等︓　 減価償却累計額︓

　貸借対照表は会計年度末時点において町の資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってき
たかを一目で分かるようにしたものです。左側に資産を表示し、右側に負債及び資産と負債の差額である純資
産を表示しています。

9億1,149万円

1億1,049万円

(2) その他の流動負債 11億4,333万円

△116億6,632万円

11億5,531万円

純行政コスト

①純資産比率（今までの世代で負担済分）・・・・

　　　その他 0

　　　（町税、地方交付税、
　　　国・県補助金）

比例連結割合変更に伴う差額 8,958万円

642億4,588万円(2) 基金、未収金など 純資産合計

前年度末資金残高（繰越金）

本年度変動高

資産合計 負債及び純資産合計

本年度資金収支額

84億9,904万円

630億9,057万円



【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 68,448,167,949   固定負債 15,509,277,724

    有形固定資産 52,879,826,520     地方債等 5,827,472,634

      事業用資産 16,969,419,146     長期未払金 -

        土地 6,336,512,586     退職手当引当金 185,685,947

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -3,048,000

        立木竹 -     その他 9,499,167,143

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,253,811,641

        建物 22,782,457,735     １年内償還予定地方債等 815,768,192

        建物減価償却累計額 -12,636,308,703     未払金 119,827,879

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,220,520,685     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -890,689,577     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 110,485,671

        船舶 -     預り金 60,676,118

        船舶減価償却累計額 -     その他 147,053,781

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 16,763,089,365

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 79,993,462,777

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -15,747,582,891

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 156,926,420

      インフラ資産 34,682,118,917

        土地 1,480,058,282

        土地減損損失累計額 -

        建物 10,950,086,125

        建物減価償却累計額 -6,129,920,325

        建物減損損失累計額 -

        工作物 57,337,783,252

        工作物減価償却累計額 -29,026,490,547

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 70,602,130

      物品 2,800,108,655

      物品減価償却累計額 -1,571,820,198

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 643,712,082

      ソフトウェア 168,787,750

      その他 474,924,332

    投資その他の資産 14,924,629,347

      投資及び出資金 25,375,627

        有価証券 -

        出資金 24,537,621

        その他 838,006

      長期延滞債権 112,703,965

      長期貸付金 4,575,075

      基金 14,789,589,603

        減債基金 -

        その他 14,789,589,603

      その他 -

      徴収不能引当金 -7,614,923

  流動資産 12,560,801,302

    現金預金 911,489,866

    未収金 102,487,155

    短期貸付金 -

    基金 11,545,294,828

      財政調整基金 8,481,286,828

      減債基金 3,064,008,000

    棚卸資産 1,751,772

    その他 -

    徴収不能引当金 -222,319

  繰延資産 - 純資産合計 64,245,879,886

資産合計 81,008,969,251 負債及び純資産合計 81,008,969,251

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    資産売却益 809,972

    その他 23,313,569

純行政コスト 11,666,321,555

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 19,722,322

  臨時利益 24,123,541

  臨時損失 19,722,323

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1

    使用料及び手数料 540,958,546

    その他 476,627,699

純経常行政コスト 11,670,722,773

      社会保障給付 982,842,198

      その他 5,866,795

  経常収益 1,017,586,245

        その他 149,017,565

    移転費用 5,448,144,011

      補助金等 4,459,435,018

      その他の業務費用 201,043,120

        支払利息 48,998,944

        徴収不能引当金繰入額 3,026,611

        維持補修費 193,755,605

        減価償却費 2,396,502,536

        その他 411,384

        その他 259,186,525

      物件費等 5,220,247,961

        物件費 2,629,578,436

        職員給与費 1,447,725,097

        賞与等引当金繰入額 109,053,189

        退職手当引当金繰入額 2,909,115

  経常費用 12,688,309,018

    業務費用 7,240,165,007

      人件費 1,818,873,926

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 63,090,571,044 67,502,943,366 -4,412,372,322 -

  純行政コスト（△） -11,666,321,555 -11,666,321,555 -

  財源 8,499,042,234 8,499,042,234 -

    税収等 6,189,290,611 6,189,290,611 -

    国県等補助金 2,309,751,623 2,309,751,623 -

  本年度差額 -3,167,279,321 -3,167,279,321 -

  固定資産等の変動（内部変動） 12,537,741,155 -12,537,741,155

    有形固定資産等の増加 14,611,675,219 -14,611,675,219

    有形固定資産等の減少 -1,859,396,727 1,859,396,727

    貸付金・基金等の増加 424,080,337 -424,080,337

    貸付金・基金等の減少 -638,617,674 638,617,674

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 202,406,137 107,940,250 94,465,887 -

  その他 4,120,182,026 -155,161,994 4,275,344,020

  本年度純資産変動額 1,155,308,842 12,490,519,411 -11,335,210,569 -

本年度末純資産残高 64,245,879,886 79,993,462,777 -15,747,582,891 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 49,360,288

本年度歳計外現金増減額 11,342,536

本年度末歳計外現金残高 60,702,824

本年度末現金預金残高 911,489,866

財務活動収支 66,272,061

本年度資金収支額 15,685,765

前年度末資金残高 745,520,620

比例連結割合変更に伴う差額 89,580,657

本年度末資金残高 850,787,042

    地方債等償還支出 426,663,001

    その他の支出 102,464,938

  財務活動収入 595,400,000

    地方債等発行収入 595,400,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 809,972

    その他の収入 147,616,616

投資活動収支 -756,920,337

【財務活動収支】

  財務活動支出 529,127,939

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,149,591,262

    国県等補助金収入 362,547,000

    基金取崩収入 630,318,493

    貸付金元金回収収入 8,299,181

  投資活動支出 1,906,511,599

    公共施設等整備費支出 1,519,407,630

    基金積立金支出 381,373,969

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 5,730,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 19,724,832

  臨時収入 66,572

業務活動収支 706,334,041

【投資活動収支】

    税収等収入 6,224,969,963

    国県等補助金収入 3,662,242,943

    使用料及び手数料収入 557,591,575

    その他の収入 389,647,330

  臨時支出 19,724,832

    移転費用支出 5,453,128,127

      補助金等支出 4,464,510,618

      社会保障給付支出 982,750,714

      その他の支出 5,866,795

  業務収入 10,834,451,811

    業務費用支出 4,655,331,383

      人件費支出 1,807,892,529

      物件費等支出 2,699,533,350

      支払利息支出 936,420

      その他の支出 146,969,084

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 10,108,459,510


